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まず本日の内容を簡単に要約したものがこちらです。 

連結ベースでは想定を上回って推移し、営業利益が通期予想を超える結果と

なりました。 

事業別には、百貨店事業が好調な国内売上に加えて、免税売上の回復も寄与

し、第 3 四半期の既存店売上高はコロナ前を上回りました。 

食品事業は第 3 四半期で 2 ケタの増益となり、累計でも増収増益となりまし

た。 

商業施設事業は、H2O 商業開発、大井開発がともに貢献し、引き続き増益と

なりました。 

 

第 3 四半期は想定を上回っており、第 4 四半期も想定並みの推移を見込んで

いるものの、物価高や光熱費高騰など不透明要素も残るため、通期予想は据

え置きとしております。 

以下、各項目についてもう少し詳しくご説明してまいります。 
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本日は 

・第３四半期実績 

・通期見通し 

・来期に向けた取り組みの方向性 

の３つのトピックについて、ご説明いたします。 
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まず、この第３四半期の実績について、こちらの目次の順にご説明いたしま

す。 
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連結業績についてご説明いたします。 

百貨店事業を中心に売上回復が継続し、第３四半期および第３四半期累計で

売上は大きく伸長しました。 

 

販管費については、光熱費高騰などの影響もあり増加しましたが、売上増加

による粗利増加が寄与し、営業利益も大きく回復しております。 

 

百貨店を中心にコストコントロールに努め、販管費を抑制できたことから、

営業利益は想定を上回り、通期予想値を超過する結果となりました。 

 

特別利益については、第２四半期決算で発表しておりました高島屋株式の売

却益 38 億円を計上し、四半期純利益は 110 億円となりました。 
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セグメント別業績についてご説明いたします。 

百貨店事業は、大幅な売上伸長により、増収増益となりました。 

 

食品事業は、関西スーパーマーケットの新規連結と、イズミヤと阪急オアシ

スで進めているチェーンオペレーション改革によるコスト削減により、第 3

四半期で 2 ケタの増益となりました。累計でも、増収増益となっておりま

す。 

 

商業施設事業は H2O 商業開発の営業力強化とコスト削減、大井開発が運営す

るホテルの稼働率改善が寄与し、営業利益の増益幅が拡大しております。 
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百貨店事業についてご説明いたします。 

宝飾・時計、ラグジュアリーブランドなどの高額商材が伸長した都心店の売

上が伸長しました。 

 

販管費については、前年対比ではコロナ特損への振り替え額の減少や、阪神

梅田本店の開業により大きく増加しました。 

 

想定に対しては、光熱費が上振れたものの、そのほかのコスト抑制によっ

て、営業利益は想定を上回って推移しております。 
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百貨店の営業利益増減要因をグラフでしめしたものがこちらのスライドで

す。 

コロナ特損の振り替え額減少影響を除くと、昨年度実績が-24 億円でした。 

これに対して売上回復による粗利増加が 189 億円あり、粗利率の低下や経費

増加影響を上回り、対前年で実質 100 億円を超える増益となりました。 
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商品カテゴリ別の売上動向についてご説明いたします。 

金額とシェアを左の表に、シェアの変化を右のグラフに示しております。 

この 9 カ月間、通常営業に近い形で営業できたことから、全商品カテゴリで

売上が伸長しました。 

営業制約を受けていた期間中、シェアが上がっていた食品は他のカテゴリの

シェア拡大を受けて構成比が 29%となり、ほぼコロナ前の水準に戻ってきて

おります。 

さきほど申し上げた時計や宝飾品が含まれる雑貨や、ラグジュアリーブラン

ドが含まれる身の回り品は売上が伸長した結果、シェアが拡大しておりま

す。 
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10 ページは既存店売上高の推移を示しております。 

阪神梅田本店、神戸、高槻、三田を除く既存店の国内売上を青色で、免税売

上をオレンジ色で示しています。 

10~12 月の既存店売上は、国内が好調に推移するとともに、免税が回復して

きたことから、国内外合わせた合計でコロナ前を上回る水準となりました。 

国内売上は 4 月から継続してコロナ前の 2018 年度を上回る水準で推移して

います。 

免税売上については、特に 10 月の入国規制緩和後、客数が大きく伸長したこ

とから 11 月、12 月はコロナ前の 9 割を超える水準に回復してきておりま

す。 
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免税売上について、少し長期の推移でご説明します。 

コロナ前の 2018 年度の免税売上高は約 400 億円でした。このうち、中国は

8 割のシェアを占めていました。 

コロナ禍に入ってからは、中国 9 割と、免税売上のほとんどを占めるような

状態となっておりました。 

しかし、入国規制が緩和された昨年 10 月からは、中国以外の客数が大きく伸

長しており、韓国・香港・台湾はコロナ前を大きく上回る水準になっており

ます。他方で、中国はコロナ前の 5 割程度にとどまり、結果としてシェアは

5 割弱となりました。 

 

来期以降、中国がコロナ前への本格的な回復が乗ってくると、コロナ前を超

える免税売上を期待できるのではないかと考えております。 
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12 ページの食品事業についてご説明いたします。 

関西スーパーマーケットを含む食品スーパーは増収増益となりました。 

既存店売上は、前年の巣ごもり需要の高まりの反動を受けた第２四半期まで

は苦戦しましたが、第３四半期はその影響も薄れ、趨勢は回復傾向となって

います。 

第２四半期決算でご説明したイズミヤと阪急オアシスの業務統合、チェーン

オペレーション改革がスタートし、業務標準化・効率化によるパート人員数

の抑制などが寄与し、増益となりました。 

 

惣菜やベーカリーを製造する食品製造は、食品スーパーへの卸売上や、専門

店売上の回復が寄与し、増益となりました。 
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食品スーパーの既存店売り上げの状況についてご説明いたします。 

昨年度、関西地域ではコロナ感染拡大による内食需要の高まりが特に大きく

出ておりました。今期はその反動で、第 2 四半期までは前年を下回る状況に

なっておりました。 

 

第３四半期は、外出や外食機会の増加により、客数が減少傾向となる一方

で、原価上昇を受けた値上げが客単価の上昇につながり、全体としては前年

並みとなりました。 
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特別利益、特別損失について、この第 3 四半期で新たに計上したのは、高島

屋株式売却益の 38 億円です。 
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続いて、2023 年 3 月期の見通しについてご説明いたします。 

第 3 四半期までの進捗としては、事業ごとに濃淡はあるものの、全体として

は想定を上回り、通期の営業利益予想値を超過する結果となりました。 

 

第４四半期も想定並みを見込むものの、不透明感が強いこともあり、通期見

通しを据えて置いております。 

事業環境としては、コロナ感染拡大の懸念に加えて、原価や光熱費の上昇な

どが利益圧迫要因となります。 

一方で、百貨店事業は足元の 1 月の月次売上も、想定は上回り、売上トレン

ドは継続して堅調だと認識しています。 

また、食品事業では、着実な成果が見込まれる人件費を中心とした販管費削

減取り込みを実施し、利益改善を図ってまいります。 
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最後に、少し先、来期を見据えた方向性を説明します。 

まず、今期開業した阪神梅田本店について、より一層の顧客接点拡充に向け

た取り組みを進めております。 

顧客のたしかな支持が得られている食品の強化と、顧客の定着に時間がかか

っている非食品双方において、より多くの顧客接点を作っていくために、サ

ブスクリプションやモバイルオーダーなどリアルの強みを活かしたオンライ

ン取り組みを充実させてまいります。 

また、好調な都心店の売上を支えている富裕層マーケットに対しては、コン

テンツの開発から顧客アテンドまでを一気通貫した組織体制を整え、お客様

ひとりひとりのニーズに合わせてカスタマイズした特別な体験価値を創出し

てまいります。 

4 月には阪急本店で、人と自然の共生をコンセプトにした新たな提案を行う

ワールド、グリーンエイジのオープン、秋にはこの 2 年間継続的に行ってき

た神戸阪急、高槻阪急のリモデル完了を控えております。 
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売上拡大と同時に、コスト面での取り組みも重要であると考えており、最も

規模の大きな阪急本店の光熱費抑制につながる空調の利用効率向上を目指し

た省エネ取り組みも推進してまいります。 

食品事業については、第 3 四半期からスタートしたチェーンオペレーション

の徹底を、来期は精度をさらに高め、厳しい経済環境でも着実に利益改善を

図ってまいります。 

その他の取り組みとしては、既にリリースしているように、包括業務提携を

結んでいる万代と海外からの商品調達を行う合弁会社を 2 月に設立いたしま

す。 

また、4 月にはイズミヤと阪急オアシスの合併を行い、１つの会社としてよ

り迅速な意思決定、効率的な組織体制を整えてまいります。 

6 月には、宅配事業を手掛ける阪急キッチンエール関西の新たなセンターが

稼働し、今後の事業拡大に向けた基盤を構築していきます。 

 

新たな取り組みとして、こちらもリリースしておりますように、当社を中心

とした共同体で運営する千里中央公園再整備にかかる活性化事業がスタート

します。当社として公園運営を手掛けるのははじめてですが、企業と自治

体、地域住民が共同参画し、新たな活動やつながりが生まれる創造の場を作

ってまいります。 

また、春には長期事業構想でも掲げている顧客サービス事業の第１弾とし

て、食領域のアプリがサービス開始予定であり、これまでとは異なるアプロ

ーチでの顧客接点の開発を行ってまいります。 

来期は、中期経営計画の最終年度でもあることから、この計画達成に向けて

着実に取り組んでまいります。 

 

私からの説明は以上です。 

 


